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第１章 山梨県がん対策推進計画について 

 

 

１ 策定の趣旨 

 

がんは、昭和５６（１９８１）年から我が国における死因の第１位であり、平成２２

（２０１０）年には、年間約３５万人が亡くなり、厚生労働省によると、生涯のうち２

人に１人が、がんにかかると推計されています。 

 

このように、がんが国民の生命と健康にとって重大な課題となっている現状にかんが

み、平成１９（２００７）年４月に「がん対策基本法」（平成１８年６月２３日法律第 

９８号。以下、「基本法」という。）が施行され、この基本法を受け、国において同年６

月、今後のがん対策の基本的方向について定めた「がん対策推進基本計画」（以下、「国

の基本計画」という。）が策定されました。 

 

本県においても、毎年、約５，０００人余りが新たにがんにかかっており、約２，６

００人ががんで亡くなっています。 

がんは、加齢により発症リスクが高まります。今後ますます高齢化が進行することを

踏まえると、がんにかかる人は増加していくと見込まれます。 

 

このため、県では、がん患者及びその家族等の団体、学識経験者、医療関係者、関係

団体、行政関係者等で構成される「山梨県がん対策推進協議会」を平成１９（２００７））

年度に設置し、協議会における議論を踏まえ、本県におけるがん対策を総合的かつ計画

的に推進するため、平成２０（２００８）年３月に「山梨県がん対策推進計画」を策定

しました。 

 

「山梨県がん対策推進計画」の策定から５年が経過し、この間、がんの予防と早期発

見の推進、がん診療連携拠点病院（以下、「拠点病院」という。）の整備をはじめとする

がん治療の充実や緩和ケアの実施、がんに関する相談支援体制の整備、がん登録の推進

等に取組み、計画の全体目標である、がんによる年齢調整死亡率は減少が図られ、がん

患者及びその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上についても前進が図られたと

ころです。 

 

しかしながら、生活習慣の改善や未成年の喫煙率、がん検診受診率などは目標を達成

できず、また、がん医療の充実や緩和ケアの推進においては、医師をはじめとする医療

従事者の不足等から対策が十分ではない状況もあります。 
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さらに、がん患者やその家族の抱える問題の多様化に対応し、がん患者を含めた県民

ががんになっても安心して暮らせるための対策が求められています。 

このような課題を改善していくため、前がん対策推進計画の見直しを行い、がん対策

の推進に関する基本的な方向を明確にし、より一層の充実を図ります。 

 

 

２ 計画の位置付け 

 

本計画は、基本法第１１条第１項に基づく「都道府県がん対策推進計画」及び「山梨

県がん対策推進条例」（以下、「条例」という。）に基づく「がん対策推進計画」として策

定するものです。 

また、条例の内容を踏まえるとともに、関連する「山梨県地域保健医療計画」「健やか

山梨２１」「健康長寿やまなしプラン」「山梨県肝炎対策推進計画」と調和注1を図ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

                        
注1 《関連する計画と調和》 

「地域保健医療計画」 

医療法第３０条の４第１項に基づく医療計画。主要な疾病・事業ごとの医療連携体制が整理され

ており、がんに関する圏域の設定、施策の展開、数値目標と整合を図っています。 

 

「健やか山梨２１」 

健康増進法第８条に基づく都道府県健康推進計画。主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防の 

徹底が整理されており、がん対策のうち県民自らの取組が特に必要な分野であるがんの予防（た 

ばこ、食生活、運動等）、がんの早期発見・早期治療や肝がん対策について整合を図っています。 

 

「健康長寿やまなしプラン」 

老人福祉法第２０条の９第１項に基づく都道府県老人福祉計画と介護保険法第１１８条第１項 

に規定する都道府県介護保険事業支援計画を一体とする計画。地域全体で高齢者を支えるための 

高齢者福祉施策が整理されており、在宅医療の推進、医療と介護の連携強化、介護サービスの充 

実と整合を図っています。 

 

「山梨県肝炎対策推進計画」 

肝炎対策基本法第９条の規定により定められた国の指針に基づく計画。当県において全国的にも

感染者の割合が高い肝炎対策が整理されており、感染に起因するがんのひとつである肝がんに関

する取組において、検査の受検促進、要診療者に対する保健指導の充実、肝疾患診療体制の整備、

数値目標と整合を図っています。 
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３ 計画の期間 

 

条例の規定及び国の基本計画の期間を踏まえるとともに、「山梨県地域保健医療計画」

等関連する他の計画の期間との整合を図り、本計画の期間を次のとおりとします。 

 

  期 間：平成２５（２０１３）年度から平成２９（２０１７）年度までの５年間 

 

 

４ 計画の評価と見直し 

 

がん対策を実効あるものとして計画的に進めていくには、明確な目標を設定し、その

達成状況を定期的に評価していくことが重要です。 

 

このため、「山梨県がん対策推進協議会」は、翌年度以降の事業に反映できるよう、毎

年度、本計画に盛り込まれた目標（第３章参照）の達成状況等について評価を行います。 

 

また、「山梨県がん対策推進条例」第７条に基づき、がん医療に関する状況の変化を勘

案し、がん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも５年ごとに検討を加え、必要

があると認めるときは、計画を見直すこととします。 

山梨県がん対策推進計画の位置付け 

がん対策推進基本計画 

（基本法第９条） 

が ん 対 策 基 本 法  

山梨県地域保健医療計画 

健康長寿やまなしプラン 

健 や か 山 梨 ２ １  

調和 

山梨県山梨県山梨県山梨県がんがんがんがん対策推進計画対策推進計画対策推進計画対策推進計画    

（基本法第１１条都道府県がん対策推進計画） 

（山梨県がん対策推進条例第７条） 

山梨県肝炎対策推進計画 

山梨県がん対策推進条例 
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第２章 計画の基本方針と重点施策 

 

 

１ 計画の基本方針 

 

基本方針は、県、市町村及び医療や福祉等各分野の関係者が、がん対策を推進してい

くに当たって必要不可欠な視点及び考え方を示したものです。 

 

 

（１）がん患者を含めた県民の視点に立ったがん対策の実施 

 

基本法の基本理念である「がん患者の置かれている状況に応じ、本人の意向を十分

尊重してがんの治療方法等が選択されるようがん医療を提供する体制の整備がなされ

ること」（第２条第３号）に基づき、がん患者を含めた県民の視点に立ったがん対策を

実施していく必要があります。 

 

 

（２）重点的に取組むべき項目を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施 

 

計画では、がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくために、重点的に

取組むべき項目を定めます。 

また、がんから県民の生命と健康を守るため、多岐にわたる分野における取組を総

合的かつ計画的に実施していく必要があります。 

 

このため、今後のがん対策については、第３章に示すとおり、「がんによる死亡者

の減少」、「全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」、「が

んになっても安心して暮らせる社会の構築」を全体目標として、「がんの予防」、「がん

の早期発見」、「がん医療の充実」、「がんに関する相談支援と情報提供」、「がん登録」

「がん研究」、「小児がん・希少がんへの取組」、「がんの教育・普及啓発」、「がん患者

の就労を含めた社会的な問題への取組」という分野について個別目標を掲げ、それぞ

れに係る施策を総合的かつ計画的に実施していくこととします。 

 

また、本県におけるがん対策の状況を踏まえて、特に効果が見込まれる分野、ある

いは、これまでの取組が不十分な分野に重点を置いて施策を実施していくことが、が

ん対策全体の効果を高めるためにも有効です。 
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このため、「がんの予防と早期発見」、「放射線療法、化学療法、手術療法の更なる

充実とこれらを専門的に行う医療従事者の育成」、「がんと診断された時からの緩和ケ

アの実施」、「がん登録の推進」、「働く世代や小児へのがん対策の充実」について、重

点的に取り組んでいくこととします。 

 

 

（３）目標とその達成時期の考え方 

    

前計画の目標との整合性を図りつつ、全体目標とそれを達成するために必要な分野

別施策の個別目標を掲げ、全体目標と個別目標を達成するために必要な期間を設定し

ます。 

 

 

２ 重点的な施策の推進 

 

 

（１）がんの予防と早期発見 

 

がんの発生には、喫煙（受動喫煙を含む）、飲酒、食生活、運動などの生活習慣や

ウイルスや細菌への感染など様々な因子が関与していると言われています。 

がんによる死亡者を減らすためには、県民ががんに関する正しい知識を持ち、がん

の予防に取組むことと、がんの早期発見のため、がん検診を受診するよう行動変容を

起こすことが重要です。このため、学校現場でのがんの教育の推進、企業・民間団体・

がん患者やがん経験者と協働した効果的な普及啓発活動などを更に充実させ、がんの

予防、がんの早期発見を県民運動として推進していくことが必要です。 

 

また、精度の高いがん検診を実施するとともに、がん検診受診率の向上による、が

んの早期発見・早期治療への取組を推進していくことが必要です。 

 

 

（２）放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療従事者

の育成 

 

がんに対する主な治療法には、手術療法、放射線療法、化学療法（薬物療法等を含

む。）などがあり、単独又はこれらを組み合わせた集学的療法が行われていますが、本

県では、これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学療法の推進

を図ってきました。 
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今後も放射線療法、化学療法、手術療法それぞれを専門的に行う医療従事者を更に

養成するとともに、こうした医療従事者と協力してがん医療を支えることができるが

ん医療に関する基礎的な知識や技能を有した医療従事者を養成していく必要がありま

す。 

また、医療従事者が、安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう、各職種

の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推

進する必要があります。 

 

 

（３）がんと診断された時からの緩和ケア注2の実施 

 

がん患者とその家族が可能な限り質の高い療養生活を送れるよう、緩和ケアが、が

んと診断された時から提供されるとともに、診断、治療、在宅医療など様々な場面で

切れ目なく実施される必要があります。 

これまで、緩和ケアに関する専門的な知識や技能を有する医師、看護師等の医療従

事者の養成を行うとともに、県民に対して、緩和ケアに関する教育や普及啓発を行っ

てきましたが、今後も引き続き緩和ケアに対する正しい理解や周知を推進する必要が

あります。 

 

このため、がん医療に携わる医療従事者、在宅での介護を支える介護従事者等への

研修や緩和ケアチームなどの機能強化等により、がんと診断された時から患者やその

家族が、精神心理的苦痛に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよ

う、緩和ケアの提供体制をより充実させ、緩和ケアへのアクセスを改善し、こうした

苦痛を緩和することが必要です。 

 

また、がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう、在宅緩

和ケアを含めた在宅医療・介護を提供していくための体制の充実を図る必要がありま

す。 

 

 

（４）がん登録の推進 

 

                        
注2 《 緩和ケア 》 

がん医療における緩和ケアとは、がんが進行した時期だけでなく、がんの診断や治療と並行して行わ

れ、痛みや吐き気、食欲不振、だるさ、気分の落ち込み、孤独感、自分らしさを保つことや、生活スタ

イルの確保など、それぞれの患者の生活が保たれるように医学的な側面ばかりでなく、幅広く対応して

いくものです。 
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がん登録は、がんの罹
り

患やがん患者の転帰、その他の状況を把握し、分析する仕組

みであり、がんの現状を把握し、がん対策の基礎となるデータを得るとともに、がん

患者を含めた県民に対して、科学的知見に基づく適切ながん医療を提供するためにも

不可欠なものです。 

 

   本県では、平成１９（２００７）年４月に地域がん登録がスタートし、協力医療機

関や届出数も増加しています。また、拠点病院においても院内がん登録が実施されて

います。 

   しかし、地域がん登録においては、届出の義務がないことや、患者の予後を把握す

ることが困難であることなどの問題もあります。 

 

   今後は、国による地域がん登録の法的位置づけの動向を踏まえつつ、がん登録から

得られたデータを、県民への情報提供やがん対策の企画立案、がん研究などに活用し

ていくため、医療機関や市町村の協力を得ながら精度向上を目指し、がん登録の円滑

な推進を図ることが必要です。 

 

 

（５）働く世代や小児へのがん対策の充実 

 

   本県では毎年５，０００人余りが新たにがんに罹患していますが、男性では５０歳

代からがん罹患率が急上昇し、女性特有のがんにおいては、子宮頸がんは２０歳代か

ら、乳がんは３０歳代から罹患率が高くなっており、働く世代や女性では仕事だけで

はなく、妊娠、出産や子育てにも大きな影響を与えています。 

 

   また、小児がんは、患者数は少ないものの幅広い年齢に発症し、がん種も多種多様

となっており、県内において専門医師や専門施設が少ないことから、小児がん患者の

多くは県外での治療を受けざるを得ない状況が推測されます。 

 

   このため、働く世代のがん予防や受診率向上のための環境整備、子宮頸がん・乳が

んといった女性特有のがんへの対策、がんに罹患したことによる就労や家族の看護な

どを含めた社会的な問題や小児がんへの対応として、医療機関と関係機関との連携の

強化や相談支援体制・情報提供の充実を図ることが必要になります。
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第３章 全体目標と各分野ごとの施策の推進 

 

 

１ 全体目標 

 

がん患者を含めた県民が、予防・早期発見から、がんの進行・再発といった様々なが

んの病態に応じて、どこに住んでいても安心・納得できるがん医療や支援を受けられる

ようにすること等を目指して、「がんによる死亡者の減少」及び「全てのがん患者とその

家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」に「がんになっても安心して暮らせる社

会の構築」を新たに加え、平成２０（２００８）年度から１０年間の全体目標として設

定することとします。 

 

 

 

（１）がんによる死亡者の減少 

 

平成２０（２００８）年度に掲げた１０年間の目標である「がんの年齢調整死亡率

(７５歳未満)の２０％減少」について、年齢調整死亡率は、平成１７年の８６．３か

ら、平成２２年の７８．２まで５年経過した時点において目標値の約半分の減少を達

成しています。 

しかしながら、がんは、本県において昭和５８（１９８３）年から現在まで死因の

第１位となっており、高齢化の進展により今後もがんによる死亡者数は増加していく

ことが推測されることから、今後５年間で、新たに加えた分野別施策を含めてより一

層がん対策を充実させ、がんによる死亡者を減少させることを目標とします。 

 

この目標の達成状況を評価する指標については、高齢化の影響を極力取り除いた精

度の高い指標とすることが適当であることから、「がんの年齢調整死亡率（７５歳未満）

の２０％減少」とします。 

 

 

 

（２）全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上 

 

がん患者の多くは、がん性疼痛や、治療に伴う副作用・合併症等の身体的苦痛だけ

でなく、がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱えています。 
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また、その家族も、がん患者と同様に様々な苦痛を抱えています。 

さらに、がん患者とその家族からは、療養生活において、上記のような苦痛に加え

て、安心・納得できるがん医療や支援を受けられないなど、様々な困難に直面してい

るとの声もあります。 

 

こうしたことから、がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより、がん医

療の更なる充実、がん医療に関する相談支援や情報提供等の強化により、「全てのがん

患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」を実現することを目標とし

ます。 

 

 

 

（３）がんになっても安心して暮らせる社会の構築 

 

   がん患者とその家族は、社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と治療の

両立が難しいなど社会的苦痛も抱えています。 

 

   これまで、「がんの予防・早期発見」、「がん医療の充実」、「医療機関の整備」、「がん

に関する相談支援・情報提供」、「がん登録・がん研究の推進」を分野別施策として掲

げ取組んできましたが、がん患者とその家族の精神心理的・社会的苦痛を和らげるた

め、新たに、がん患者とその家族を社会全体で支える取組を実施することにより、「が

んになっても安心して暮らせる社会の構築」を実現することを目標とします。 

 

 

 

２ 分野別施策とその成果や達成度を計るための個別目標 

 

（１）がんの予防 

 

【現状と課題】 

 

がんの発生には、喫煙（受動喫煙を含む）、飲酒、食生活、運動などの生活習慣や

ウイルスや細菌への感染など様々な因子が関与していると言われています。 

 

県では、これまで、県の健康増進計画である「健やか山梨２１」に基づき、市町村

や関係機関・団体と連携・協力しつつ、喫煙、飲酒、食生活、運動等の生活習慣の改

善に向けた普及啓発などに取組んできました。 
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たばこ対策については、たばこの害の普及啓発、教育関係者へのスキルアップ研修

会や健康教育等の実施による防煙教育の推進、禁煙支援アドバイザーの育成、禁煙サ

ポート薬局・薬店による禁煙支援、市町村における禁煙支援プログラム注３による禁煙

希望者への支援、学校の敷地内禁煙及び事業所の禁煙・分煙施設の増加等に取組んで

きました。 

   こうした取組により、山梨県の成人の喫煙率は、男性３５．７％、女性１０．２％

（平成１８(２００６)年）から男性２５．５％、女性８．６％（平成２２(２０１０）

年）と減少したところです。 

   また、未成年の喫煙率は、高校３年生男子６．６％、女子２．３％、中学１年生男

子１．５％、女子１．１％（平成１８年(２００６)年）から、高校３年生男子３．６％、

女子２．６％、中学１年生男子０．９％、女子０％（平成２３年(２０１１)年）と減

少し、中学１年生女子においてのみ前計画の目標値（０％）が達成できたところです。 

    

禁煙支援プログラムにより禁煙希望者に対する支援を実施している市町村は、２市

（平成１８(２００６)年）から１０市町村（平成２３(２０１１)年）と増加していま

すが、まだ全市町村の３７％の実施にとどまっています。 

 

禁煙・分煙施設については、敷地内禁煙を実施している学校の割合は、小学校 

２８．２％、中学校２２．９％、高校５４．８％（平成１８(２００６)年）から小学

校９２．１％、中学校９０．８％、高校１００％（平成２３(２０１１)年）と増加し

ていますが、小中学校において前計画の目標値１００％の実施ができていません。 

   事業所等における分煙実施については、分煙施設割合９５．４％（平成１８ 

(２００６)年）から９６．３％（平成２３(２０１１)年）に増加しています。 

     

   ウイルスや細菌への感染ががんの原因とされているものには、子宮頸がんと関連す

るヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）、肝がんと関連する肝炎ウイルス、ＡＴＬと関連

するヒトＴ細胞白血病ウイルス１型（ＨＴＬＶ－１）などがあります。このうち、子

宮頸がん対策としては、県は全国に先駆けて平成２２(２０１０)年から子宮頸がん予

防（ＨＰＶ）ワクチン接種の助成を開始し、接種率は小学６年生９０．５％、中学３

年生８７．２％（平成２３(２０１１)年）となっています。また、子宮頸がん予防研

修会の開催、テレビＣＭや新聞・地域情報誌への広告掲載、啓発リーフレットの配布

等により、ワクチン接種による予防と検診受診による早期発見についての普及啓発活

動にも取組んできました。しかしながら、子宮頸がん予防ワクチンを知っている人の

割合は６７．８％（平成２２(２０１０)年）（参考値）で、引き続き普及啓発を図って

                        
注３ 《禁煙支援プログラム》 

たばこをやめたい人の禁煙を支援するプログラムのことであり、禁煙外来、メールによる禁煙支援等

多くのプログラムが行われています。 

   ここでは、市町村で行われる禁煙のための支援プログラムのことを言います。 
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いく必要があります。 

   本県において、Ｃ型肝炎感染者数や肝がんによる死亡率が全国との比較により高く

なっていることから、県では肝炎対策に力を入れ取組んできました。 

   肝炎予防に関する普及啓発、肝炎コーディネーターの養成をはじめとして、市町村

での肝炎ウイルス検査の他、保健所でのウイルス性肝炎無料検査の実施、腹部超音波

検診の実施と併せた肝臓硬度測定機による検査の導入など検査体制の充実、肝炎患者

へのインターフェロン治療費助成など、肝がんの発症予防に努めてきました。 

   しかし、Ｃ型肝炎ウイルスの感染が判明した者の医療機関受診率は、年々減少傾向

にあります。 

   今後は、平成２４（２０１２）年に策定した「山梨県肝炎対策推進計画」により、

一層の肝炎対策を推進していきます。 

   

がんと関連する生活習慣については、「健やか山梨２１」に基づき、食育の推進、

自主活動グループの育成や生活習慣改善の指導者等の人材育成など健康づくりの実践

を行ってきました。野菜摂取量の増加や食塩摂取量の減少は図られましたが、肥満者

の割合は、男性２６．１％、女性２０．５％（平成１６(２００４)年）から男性 

２９．３％、女性２３．５％（平成２１(２００９)年）と増加傾向にあります。 

    

がん予防のための生活習慣改善を図るとともに、特に、がんの原因となっているこ

とが科学的根拠をもって示されているたばこ対策や、子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワク

チン接種の推進、肝炎ウイルス検査体制の整備等に引き続き取組んでいくことが重要

です。 

 

 

【取組の方向性】 

 

生活習慣改善については、「健やか山梨２１」に基づき取組を進めていくこととし、

関係機関・関係団体の協力の下、学校現場や地域における健康教育を充実させます。

特に子どもに対しては、発達段階を踏まえつつ、早い時期からの健康のために望まし

い生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけられるよう学校現場と連携を図りな

がらがんの教育を推進していきます。 

 

   生活習慣のうち、たばこ対策については、喫煙率の低下と受動喫煙防止のための取

組をより一層充実させていきます。 

   企業・団体と連携した喫煙が与える健康への悪影響に関する普及啓発活動を一層推

進し、市町村と連携して、禁煙支援プログラムの更なる普及を図り、喫煙をやめたい

人に対する禁煙支援を促進していきます。 

   また、学校現場における防煙教育と併せ、学校における敷地内禁煙に向けた取組の
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継続と、企業との連携や地域・職域保健連携推進協議会等の活用により「受動喫煙の

ない職場の実現」を目指した事業者等への普及啓発活動を強化していきます。 

    

感染に起因するがんへの対策については、県民が自ら予防行動がとれるよう、正し

い知識の普及啓発活動を推進していきます。 

子宮頸がん予防ワクチンと子宮頸がん検診注 4 の普及啓発活動と学校現場における

子どもたちへの普及啓発（学習活動）の推進を図ります。 

ウイルス性肝炎については、肝炎、肝がん医療に携わる専門的な知識、技能を有す

る医療従事者を育成し、その確保に努め、医療体制の整備を進めるとともに、インタ

ーフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療を必要とする肝炎患者に対する助成を行い

ます。 

また、肝炎に対する正しい知識の普及啓発や肝炎ウイルス検査や肝臓硬度測定機、

腹部エコー検査等検診体制の充実により、肝炎の早期発見、早期治療による肝がんの

発症予防に努めていきます。 

ＨＴＬＶ－１については、保健所において匿名、無料でスクリーニング検査を実施

するとともに、県民への正しい知識の普及啓発活動を推進していきます。 

 

その他の生活習慣改善等については、喫煙、飲酒、食生活、運動などの生活習慣の

改善に向けた効果的な普及啓発などに取組んでいきます。 

 

 

【個別目標】 

 

 ○喫煙をやめたい人がやめることによる成人喫煙率の低下 

（平成３４年度までに、１３．９％） 

  〔平成２１年 ２１．２％〕 

 

○未成年者の喫煙率（平成３４年度までに０％） 

 〔平成２３年 高校３年生：男子３．６％、女子２．６％ 

        中学１年生：男子０．９％、女子０．０％〕 

 

○受動喫煙で不快な思いをしている人の割合の減少 

 〔平成２１年度 ４８．５％〕 

  参考 〔官公庁施設５．１％、医療・福祉施設７．０％、学校４．４％、 

                        
注4 《子宮頸がん検診》 

子宮頸がん検診の検診項目は、問診、視診、子宮頸部の細胞診、内診とされていますが、問診の結果、

子宮体がんの有症状者の疑いがあり、引き続き子宮体部の細胞診を実施することに本人が同意した場合

には、子宮頸がん検診と併せて子宮体部の検診を行います。 
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職場２９．２％、飲食店１８．７％〕 

○敷地内禁煙の事業所の増加 

 〔平成２２年度 県の機関１４．９％、市町村の機関３．８％、国の機関２．１％、 

小学校７９．７％、中学校７５．８％、高等学校８５．０％、 

支援学校９１．７％、大学・短大１２．５％、民営事業所５．９％、

病院２８．３％〕 

〔平成２３年度 小学校９２．１％、中学校９０．８％、高等学校１００％〕 

  

○禁煙支援プログラムを県内全市町村に普及（５年以内に１００％） 

〔平成２３年 １０市町村（３７．０％）〕 

 

○子宮頸がん予防ワクチン接種率（５年以内に９５％） 

  〔平成２３年 小学６年生９０．５％、中学３年生８７．２％〕 

 

○子宮頸がん予防ワクチンを知っている人の割合（５年以内に１００％） 

  〔平成２３年度 参考値６８．６％〕 

 

○肝がんの７５歳未満年齢調整死亡率を平成２８年度までに全国平均まで改善 

〔平成２２年 全国７．６、山梨県８．８〕 

 

○市町村検診でＣ型肝炎ウイルスの感染が判明した者の医療機関受診率の向上    

（平成２８年度までに、９５％） 

 〔平成２２年度 ４６．９％〕 

 

○生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合の減少 

（平成３４年度までに、男性１０．１％、女性２．９％） 

 〔平成２１年度 男性１１．９％、女性３．４％〕 

 

○運動習慣者の増加（平成３４年度までに、２０～５９歳 男性３５％、女性４０％、 

          ６０歳以上 男性５５％、女性５５％） 

 〔平成２３年度 ２０～５９歳 男性２３％、女性２９．６％、 

６０歳以上  男性４５％、女性４５．４％〕 

 

○野菜と果物の摂取量の増加 

（平成３４年度までに、野菜摂取量３５０ｇ、果物摂取量１００ｇ未満者の割合 

２４％） 

 〔平成２１年度 野菜摂取量３３５ｇ、 

果物摂取量１００ｇ未満者の割合４７．６％〕 



 

 - 14 - 

 

○塩分摂取量の減少（平成３４年度までに、８ｇ） 

〔平成２１年度 １１．１ｇ〕 

  

 

 

（２）がんの早期発見 

 

【現状と課題】 

 

がん検診は、昭和５７（１９８２）年に施行された老人保健法（昭和５７年法律第

８０号）に基づき、市町村の事業として始まりました。現在は、健康増進法（平成 

１４年法律第１０３号）に基づき、胃がん、子宮頸がん、肺がん、乳がん、大腸がん

検診が行われています。 

また、本県においては、肝がんによる死亡率が東日本地域で最も高いことから、肝

がん検診についても市町村で行われています。 

 

県では、平成２４（２０１２）年度までに、がん検診初診者の増加によりがん検診

受診率を５０％以上にすることを目標に掲げ、企業と受診率向上を目指した協定を結

び、県民に対してがん検診の必要性について普及啓発活動をともに行ってきました。 

また、民間団体と協働しての受診率向上のキャンペーンや、がん予防サポートチー

ムによるがん検診受診の勧め等の活動も広めてきました。 

 

市町村においては、特定健康診査の実施が始まった平成２０年度以降も、がん検診

受診者の利便性が損なわれないように実施がされてきました。また、精密検査受診率

１００％の目標に向けて、受診対象者を正確に把握し、未受診者への受診勧奨を行う

などの取組を行ってきました。 

 

しかし、がん検診の受診率は、がん検診を初めて受けた初診者は２．２倍に増加し

たものの、平成２２（２０１０）年の国民生活基礎調査では、胃がん検診３４．３％、

肺がん検診２９．５％、大腸がん検診２７．３％、子宮頸がん検診２５．９％、乳が

ん検診３２．６％と２０％から３０％台となっています。 

また、がん検診の精密検査の受診率は、７６．０％に留まっています。 

各市町村においては、未受診者への受診勧奨に取組んでいるものの、人員不足等に

より対応は不十分な状況にあります。 

  

県では、山梨県生活習慣病検診管理指導協議会において、がん検診の精度管理や事

業評価を行うとともに、科学的根拠に基づくがん検診の実施を推進することにより、
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市町村及び検診機関ごとの検診の質の向上・均一化に努めてきましたが、市町村にお

ける精度管理・事業評価及び科学的根拠に基づくがん検診を実施しているのは、１９

市町村という状況にあります。 

   がん検診には、市町村が実施するものの他に職域（事業所）で実施するものや個人

で受けるものなどがあります。これらの検診を併せた受診率の把握や検診精度を高め

ることが今後の課題となります。 

   また、がん検診及び精密検査の未受診者への効率的、効果的な受診勧奨方法につい

て検討し実施していくことも課題となります。 

 

 

【取組の方向性】 

 

職域や検診機関との連携により、市町村によるがん検診の他、職域で行うがん検診

や個人で受診するがん検診を含めた県内の正確な検診受診率の把握に努めていきます。 

 

受診対象者を正確に把握したうえで、がん検診を実施する検診機関や医療機関との

連携・協力の下、がん検診精密検査未受診者に対する受診勧奨を行うシステムを充実

し、全ての市町村においてがん検診精密検査未受診者を無くすことに重点を置いたよ

り効率的、効果的な施策を進めていきます。 

 

   企業や民間団体、がん体験者等と連携した普及啓発活動をさらに進めることにより、

がん検診の受診率向上に努めていきます。 

 

国のがん検診の項目や科学的根拠のあるがん検診の方法等の検討結果を踏まえ、が

ん検診の質をより高めるため、山梨県生活習慣病検診管理指導協議会において、がん

検診に係る実施方法、精度管理及び事業評価を行うとともに、科学的根拠に基づいた

がん検診の実施を促進していくことにより、市町村及びがん検診機関ごとの検診の質

の向上・均一化に努めていきます。 

 

 

【個別目標】 

 

 ○がん検診受診率の向上（５年以内に５０％） 

＊胃・肺・大腸は当面４０％とする 

   ＊受診率の算定に当たっては、４０歳から６９歳（子宮頸がんは２０歳から６９

歳）までを対象とする 

   ＊目標値は中間評価を踏まえ、必要な見直しを行う 

 〔平成２２年度 ６９歳以下のがん検診受診率 胃がん３７．４％、肺がん３１．９％、
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大腸がん２９．０％、子宮頸がん３１．３％、（過去２年４０．５％）、 

乳がん４０．９％（過去２年４９．４％）〕 

 

○精密検査受診率の向上（５年以内に１００％） 

 〔平成２２年度 ７６．０％〕 

 

○全ての市町村における、精度管理・事業評価及び科学的根拠に基づくがん検診の実

施（５年以内に１００％） 

 〔平成２３年度 １９市町村（７７．８％）〕 

 

 

 

（３）がん医療の充実 

 

①放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とチーム医療の推進 

 

【現状と課題】 

 

日本に多いがん（肺・胃・肝・大腸・乳）を中心に、手術療法、放射線療法、化学

療法の各種療法を効果的に組み合わせた集学的治療や院内のクリティカルパス（クリ

ニカルパス）注5の策定、キャンサーボード注6などの整備を促進してきました。 

また、富士吉田市立病院における放射線治療機器（リニアック）の整備、山梨大学

医学部附属病院における放射線治療センターの整備、山梨県立中央病院における通院

加療がんセンターの整備、放射線療法や化学療法に携わる医療従事者の配置など、放

射線療法と化学療法の推進を図ってきました。 

 

＜参考＞ 

◇リニアック設置施設：県立中央病院、市立甲府病院、山梨大学医学部附属病院、 

富士吉田市立病院 

 

医療体制の整備が進められた一方、患者が自分の病状や検査・治療内容、それに伴

                        
注5 《院内のクリティカルパス（クリニカルパス）》 

医療従事者が特定の疾患、手術、検査ごとに、共同で実践する治療・検査・看護・処置・指導などを

時間軸に沿ってまとめた治療計画書で、チーム医療の推進において有用です。 
注6 《キャンサーボード》 

集学的治療等を提供する際に、手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識や技能を有する

医師、画像診断、病理診断等を担当する医師やがん医療に携わる専門職が職種を超えて集まり、患者の

症状、状態や治療方針等を意見交換、共有、検討、確認するためのカンファレンスのことを言います。 
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う副作用などについて適切な説明を受け、十分に理解した上で自身の判断で治療方針

などに拒否や合意を選択するインフォームド・コンセント、あるいは、患者やその家

族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求めることができるセカ

ンドオピニオンの活用を図る必要があり、患者やその家族の視点に立った医療体制の

質的な整備が求められています。 

 

また、医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い、放射線療法や化学療法の専

門医や外科医をはじめとする医師等の負担が増加しています。 

こうした医師等の負担を軽減しながら診療の質を向上するため、また、治療による

身体的、精神的心理的負担を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供し、

きめ細かに支援するため、多職種によるチーム医療が求められています。 

 

この他、地域での効率的な医療連携や役割分担などによる医療体制を整備する必要

があります。 

  

 

 【取組の方向性】 

 

○チーム医療とがん医療全般に関すること 

 

拠点病院を中心としたがん診療を提供している医療機関に、医師によるインフォー

ムド・コンセントが行われる体制を整備し、患者の治療法等を選択する権利や受療の

自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すよう協力を求めていきます。また、セ

カンドオピニオンをいつでも適切に受けられ、患者自らが治療法を選択できる体制の

整備を図っていきます。 

 

質の高い治療方針を検討できるよう、患者のがん種ごとのキャンサーボードを開催

するなど、がんに対する的確な診断と治療を行う診療体制の整備を図ります。 

 

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し、安心かつ安全で質の高いがん

医療を提供できるよう、手術療法、放射線療法、化学療法の各種医療チームを設置す

るなどの体制を整備することにより、各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携

と補完を重視した多職種でのチーム医療を促進していきます。 

 

また、医科歯科連携による歯科治療、口腔ケアの推進をはじめ、食事療法などによ

る栄養管理やリハビリテーションの推進など、患者の生活の質の更なる向上を目指し、

職種間連携を促進します。 
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患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護領域

については、外来や病棟、また訪問看護ステーション等でのがん看護体制の更なる強

化に努めます。 

 

また、腫瘍センターなどのがん診療部を設置するなど、各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努めます。 

 

さらに、地域での効率的な医療連携や役割分担などによる医療体制の整備を促進し

ます。 

 

 

 ○放射線療法の推進 

 

   放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため、多職種で

構成された放射線治療チームを設置するとともに、放射線治療の専門医、専門看護師・

認定看護師、放射線治療専門放射線技師、医学物理士等の専門性の高い人材を活用す

るなど、患者の副作用・合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる

診療体制の整備を図っていきます。 

 

 

  ○化学療法の推進 

 

安全で効果的な化学療法を提供するため、化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬

剤師、専門看護師・認定看護師等、専門性の高い人材を適正に配置するとともに、多

職種で構成された化学療法チームを設置するなど、患者の副作用・合併症やその他の

苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる診療体制の整備を図っていきます。 

 

 

  ○手術療法の推進 

 

   より質の高い手術療法を提供するため、拠点病院をはじめとする入院医療機関では、

必要に応じて放射線療法や化学療法の専門医と連携するなど、各医療機関の状況に合

わせた診療体制の整備を図っていきます。 

 

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため、麻酔科医や手術部位などの感

染管理を専門とする医師、口腔機能・衛生管理を専門とする歯科医師などとの連携を

図り、質の高い周術期管理体制の整備を図っていきます。 
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【個別目標】 

 

○ すべての拠点病院で、チーム医療の体制を整備（３年以内） 

 

○手術療法、放射線療法、化学療法の更なる質の向上を図るとともに、地域での各種

がん治療に関する医療連携を推進する 

 

 

②がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成 

 

【現状と課題】 

 

文部科学省では、平成１９年度から平成２３年度までに「がんプロフェッショナル

養成プラン」を実施しており、山梨大学においても、同事業により他大学と連携して

がん専門医師の育成に取組んでいます。 

その他、国、学会、拠点病院を中心とした医療機関、関係団体、国立がん研究セン 

ターなどで、医療従事者を対象として様々な研修が行われていますが、一方で、がん

医療に専門的に携わる医師や歯科医師、薬剤師、看護師等の医療従事者の育成が依然

として不十分な状況にあります。 

また、多様化・細分化した学会認定専門医制度になっており、各医療機関の専門医

の情報が県民に分かりやすく提供されていないなどの指摘もあります。 

 

 

【取組の方向性】 

 

      質の高いがん医療が提供できるよう、医療機関と連携して、専門的にがん診療を行

う医師、歯科医師、薬剤師、看護師等の医療従事者の研修を更に充実させるとともに、

これらの医療従事者が協力して診療にあたる体制整備に努めます。 

 

   また、引き続き病理診断医師の育成や運動機能の改善や生活機能の低下予防に効果

があるリハビリテーションに関わる医療従事者の研修を実施するなど、体制整備を図

ります。 

 

   がん医療に携わる医療従事者を育成し、確保するため、拠点病院等において、こう

した医療従事者が研修を受けやすい環境整備に努めます。 

 

   また、拠点病院をはじめとした医療機関の専門医の配置の有無等の情報を、がん患
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者にとって分かりやすく提供できるよう努めます。 

【個別目標】 

 

○国での検討を踏まえ、拠点病院などにおける専門医配置の有無等、がん患者にとっ

て分かりやすい情報提供を行う（５年以内）  

 

○がん医療の質の向上を図るため、地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を

推進する 

 

 

③がんと診断された時からの緩和ケアの推進 

 

【現状と課題】 

 

緩和ケアは精神心理的、社会的苦痛を含めた全人的な対応が必要であり、その対象

者は、患者のみならず、その家族や遺族も含まれます。 

前計画において、「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」を掲げ、拠点病院に緩

和ケアチームを整備するとともに、がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の

開催の他、緩和ケアの地域連携、多職種の連携などについても取組んできました。  

 

＜参考＞ 

◇緩和ケア指導者講習会受講者数：８名 

◇緩和ケア研修会終了医師数：２７８名 

 

しかしながら、今後更に専門的な緩和ケアを担う医療従事者等の体制の整備を進め

ることや県民の緩和ケアの理解や周知を推進する必要があります。また、がんと診断

された時から、身体的苦痛だけでなく、不安や抑うつなどの精神心理的苦痛、就業や

経済負担などの社会的苦痛など、患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して、迅速

かつ適切な緩和ケアががん診療の中で求められています。 

 

 

【取組の方向性】 

 

   患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供し、確

実に緩和ケアを受けられるよう、患者とその家族が抱える苦痛を適切に汲み上げ、が

ん性疼痛をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時から行うなど、がん診

療に緩和ケアを組み入れた診療体制の整備を促進していきます。 
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拠点病院を中心に、医師をはじめとする医療従事者の連携を図り、患者とその家族

や遺族などがいつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を促進し

ていきます。 

 

   専門的な緩和ケアの質の向上のため、拠点病院を中心としたがん診療医療機関の理

解を得つつ、精神腫瘍医をはじめ、がん看護の専門看護師・認定看護師、社会福祉士、

臨床心理士等の適正配置を図り、緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を

図っていきます。 

 

   拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所などと連

携し、患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制の整備を促進

していきます。 

 

   また、精神心理的・社会的苦痛にも対応できるよう、医師だけでなく、がん診療に

携わる医療従事者に対する人材育成を進めるため、基本的な緩和ケア研修を実施して

いきます。 

 

   さらに、これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持・向上を図るため、必

要に応じてスキルアップを目指した研修を実施していきます。 

 

   緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを県民や医

療・福祉事業者などの対象者に応じて効果的に普及啓発していきます。 

 

 

 【個別目標】 

 

○がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し、知識と技術を習

得する 

拠点病院においては、がん診療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了すること

を目標とする（５年以内） 

 

○拠点病院を中心に緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケアの提供体

制の整備の促進と質の向上を図る（３年以内） 
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  ④地域の医療・介護サービス提供体制の構築 

 

【現状と課題】 

 

がん患者がその居住する地域にかかわらず、適切ながん医療を受けることができる

よう国では拠点病院の整備が進められてきました。 

 

本県においては、現在、４つの病院が拠点病院（「がん診療連携拠点病院の整備に

関する指針」（平成２０年３月１日付け厚生労働省健康局長）に定める「都道府県がん

診療連携拠点病院」及び「地域がん診療連携拠点病院」。以下同じ。）として国の指定

を受けており、地域におけるがん医療の連携の拠点となり、自ら専門的な医療を行う

とともに、医療従事者への研修、院内がん登録の実施、がん患者等に対する情報提供

や相談支援を行っており、地域連携として、がん医療の均てん化を目的に、地域連携

クリティカルパス（クリニカルパス）注7を整備し、運用を開始しています。 

また、入院医療機関では、在宅療養を希望する患者に対し、患者とその家族に十分

に説明した上で、円滑に切れ目なく在宅医療・介護サービスへ移行できるよう適切に

対応することが必要です。 

さらに、在宅医療や介護を担う医療福祉従事者の育成に当たっては、在宅療養中の

がん患者が非がん患者と比較して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ、がん患者

への医療・介護サービスについて、よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必

要です。 

 

 

【取組の方向性】 

 

   地域連携クリティカルパス（クリニカルパス）を多くの診療に活用するため、拠点

病院に対し、積極的な活用を働きかけるとともに、拠点病院と連携する医療機関の拡

充に向け、地域の医療機関に対し様々な機会を通じ働きかけを行っていきます。 

 

      地域連携や在宅医療・介護サービスについては、患者の複雑な病態や多様なニーズ

にも対応できるよう、地域の経験や創意を取り入れ、多様な主体が役割分担の下に参

加する、地域完結型の医療・介護サービスを提供できる体制の整備を図るとともに、

情報提供に努めていきます。 

                        

注7 《 地域連携クリティカルパス （クリニカルパス）》 

地域連携クリティカルパスとは、急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計

画を作成し、治療を受けるすべての医療機関で共有して用いるものです。 
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【個別目標】 

 

○国における拠点病院のあり方の検討結果を踏まえ、その機能を更に充実させる 

（５年後） 

 

○がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう、在宅医療・介

護サービス提供体制の整備を図るための人材育成を推進する 

 

 

 

（４）がんに関する相談支援と情報提供 

 

【現状と課題】 

   

拠点病院においては、各病院に相談支援センターが設置され、がん対策情報センター 

（国立がん研究センター）による研修を修了した相談員を配置し、患者とその家族の

抱えるがんに対する不安や疑問に対応できる体制を整備してきました。 

 

   県では、相談支援を推進していくために開催した「がんに関する相談支援・情報提

供あり方検討会」から、患者やその家族の抱える多様なニーズに対応するためには、

医療面だけでなく、がん経験者による心理面の相談支援を加えた両面からの相談支援

が必要であるとの報告を受け、がん患者交流会の開催、がん患者ピアサポート研修事

業の実施等、がん患者やがん経験者が自発的な活動を通じて相談支援できる体制の整

備を行ってきました。 

   さらに、地域において誰でも利用できる「山梨県がん患者サポートセンター」を設置

し、医師、保健師等による医療面の相談とがん経験者による心理面の相談を行い、ま

た、拠点病院の相談支援センターと連携を図ることにより、相談支援や情報提供に係

る整備を進めてきているところです。 

 

   しかしながら、相談支援センター等の相談機関の存在やピア・サポート注8の活動な

どの県民の認知度はまだ低く、未だ十分に活用されていない状況にあることから、今

後、更にがん患者やその家族を含む県民への周知を図り理解を得ていく必要がありま

                        
注8 《ピア・サポート》 

「ピア」とは、同じ立場、仲間という意味で、「ピア・サポート」とは、同じ課題や環境を体験する

人が、対等な関係性の仲間で支え合うことを言います。 

   ここでは、がんの経験者が、同じ経験を持つ者の立場で、悩みに寄り沿い、理解し、心の支えとなり、

その人が安心した生活を取り戻すためのお手伝いを言います。 
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す。 

   また、がん看護専門看護師をはじめとする質の高い相談が可能な人材の適正配置や

ピア・サポーターの適正かつ有効な活用など十分な相談支援の環境が整備されていな

いなどの課題が残されています。 

  

情報提供についても、医療技術の目覚ましい進歩に伴う最新情報の提供や、多様化

する情報端末に対応した正しい情報提供などの課題があります。こうした課題に対応

するため、県内における医療機能情報をはじめとするがんに関する正しく分かりやす

い情報が県内のどこでも得られるよう整備する必要があります。 

 

 

【取組の方向性】 

 

   本県で実施しているがん医療等に関する相談支援の活動状況について、がん患者と

その家族を含めた県民に広く周知し理解をしてもらい有効に利用してもらえるよう努

めます。 

 

がん患者とその家族の悩みや不安に対し、適切な情報提供ときめ細かな相談支援を

行うために、拠点病院の相談支援センターと地域における県がん患者サポートセンタ

ーが連携を図り、より効率的・効果的な相談支援体制を整備していきます。 

 

   また、がん患者やその家族の抱える悩みを軽減するために、ピア・サポートを推進

するための研修を実施し、がん患者やがん経験者との協働により、ピア・サポートの

充実に努めます。 

 

   拠点病院は、がん看護専門看護師や緩和ケア等の認定看護師、社会福祉士、臨床心

理士等の人材確保と相談支援センターへの配置、院内・院外への広報、相談支援セン

ター間、県がん患者サポートセンターとの情報共有・協力体制の構築やピア・サポー

トによる相談支援との連携協力に努め、県は、こうした取組を支援します。 

 

   がんに関する相談支援に携わる相談員（ピア・サポーターを含む）は、国立がん研

究センターで実施する相談員に対する研修会への参加や、県内で実施する研修会への

参加により質の高い相談支援が実施できるよう努めます。 

 

   また、県は、県内の情報を盛り込んだがんに関する統一した情報提供が行えるよう

情報提供の在り方について検討をしていきます。 
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【個別目標】 

 

○本県で実施している相談支援の活動状況について、県民への周知、理解を図り、相

談支援センター及び県がん患者サポートセンターの利用件数を増加させる 

 

○相談支援に従事する相談員（ピア・サポーターを含む）の質の向上と適正な人材の

配置を行う（５年以内） 

 

○拠点病院の相談支援センターと地域の県がん患者サポートセンターの連携体制の構

築を図る（５年以内） 

 

 

 

（５）がん登録 

 

【現状と課題】 

 

がんの罹患数や罹患率、生存率、治療効果の把握など、がん対策の基礎となるデー

タを得ることにより、エビデンス注9に基づいたがん対策や質の高いがん医療を実施す

るため、また、県民や患者への情報提供を通じてがんに対する理解を深めるためにも

がん登録は必要なものです。 

 

   がん登録には、各医療機関内のがんに関するデータを把握する「院内がん登録」と、

院内がん登録のデータを基に各都道府県内のがんの罹患、転帰その他の状況を把握す

る「地域がん登録」があります。 

   また、学会等が主体となって臓器別のがんに関するデータを収集する「臓器がん登

録」があります。 

   「院内がん登録」は、主に県内の拠点病院において実施しています。 

 

   本県においては、平成１９(２００７)年４月に県庁内に地域がん登録室を設置し、

地域がん登録事業を開始しました。 

届出票の受理件数も平成１９(２００７)年開始当時の８６６件から平成２３ 

(２０１１)年には５，１２９件に増加しました。平成２３(２０１１)年の届出票の割

                        
注9 《エビデンス》 

証拠、根拠、証明、検証結果。医学においては、その方法が選択されることの科学的根拠、臨床的な

裏付けのことを言います。 
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合は、拠点病院が全体の７１．６％を占めています。 

 

   平成２２(２０１０)年度には初めて平成２０(２００８）年がん罹患集計結果を公表

することができ、続く平成２３（２０１１）年度には平成２１(２００９)年がん罹患

集計結果を公表することができました。 

   今後は、生存確認調査の実施を予定しています。 

 

   しかしながら、現在の制度においては、医療機関に届出の義務はなく、全てのがん

患者の届出が行われている状況ではありません。また、患者の予後情報を得ることは、

個人情報保護の取扱いの面から困難を伴い、その作業は過剰な負担となっています。

こうしたことから、がん登録の精度は十分なものとは言えない状況です。 

   

  

【取組の方向性】 

 

   地域がん登録の精度向上を図るため、全てのがん患者の登録を目指し、地域がん登

録事業への協力医療機関数をさらに増やしていくよう努めます。 

 

   国による法的位置付けの検討結果を踏まえ、患者の予後情報調査に対する市町村の

理解を求め、予後調査体制を構築し、がん登録の精度を向上させていきます。 

    

がん登録事業を効率的に行うために、院内がん登録実務者の国立がん研究センター

が実施する研修への参加を促すとともに、地域がん登録事業の実務担当者への研修会

を開催していきます。 

 

   地域がん登録から得られた罹患数や罹患率、生存率等の数値を検診データと組み合

わせ詳細にがんに関する現状を分析していきます。 

   また、分析結果を県民、患者、医療従事者、行政担当者、研究者に分かりやすく還

元し、がん予防、がんの早期発見やがん医療、がん研究の推進等に役立てられるよう

に努めます。 

 

 

【個別目標】 

 

○国による法的位置づけの検討結果を踏まえ、地域がん登録事業への協力医療機関数

の増加や、予後調査体制の構築により、がん登録の精度を向上させる 

 

○地域がん登録から得られた罹患数や罹患率、生存率等の数値と検診データを組み合
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わせた分析を行い、県民、患者、医療従事者、行政担当者、研究者が活用しやすい

がん登録を実現する 

（６）がん研究 

 

【現状と課題】 

 

   がんは、長年にわたる遺伝子変異が蓄積し、細胞の制御機構に異常を来し発症する

疾患です。 

   分子標的薬など、がん細胞の遺伝子変異に着目した薬物も開発されるようになり、 

一部のがんについては悪性腫瘍遺伝子検査が保険適用され、がん患者が遺伝子検査を

受ける機会も増えつつあります。 

   しかし、依然として、多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部分も多 

く、がんの遺伝子変異の解明は、がんの本質に迫り、画期的治療や疾病発症のリスク 

評価、早期診断などの予防医学にもつながるものであり、さらなる研究の積み重ねが 

必要になります。また、治療効果や長期的な予後等の臨床データと遺伝子型とのデー

タベースは、個々の患者に最も適切な治療（オーダーメイド医療）の基盤となるもの

です。 

 

   このような研究を推進していくためには、生体試料を保存し遺伝子解析を行うこと

から、患者の理解と協力はもとより、多くの県民に遺伝子研究の意義や遺伝子と疾病

との関連について理解を深めてもらうことが必要になります。 

  

 

【取組の方向性】 

 

   がんと遺伝子に関する研究は日々進歩しており、高度ながん医療に遺伝子情報の活

用が必須となってきていることから、県では、都道府県がん診療連携拠点病院である

県立中央病院に開設した通院加療がんセンターに併設し、ゲノム解析センターの整備

を図り研究の推進を図っていきます。 

 

   このゲノム解析センターでは、患者のＤＮＡを保存して遺伝子型と治療効果や長期

予後等との関連を解析し、その研究成果を今後の個々の遺伝子情報を基にした医療（オ

ーダーメイド医療）や疾病管理に活用することを目指しています。 

 

 

   しかし、がんと遺伝子の関連について、がん患者を含む県民の理解は未だ極めて低

い状況にあることから、研究の推進を図るために、遺伝子研究の意義、遺伝子と疾病

との関連や将来展望について県民に対して普及啓発を図り認知度を高めるよう努めま
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す。 

 

 【個別目標】 

 

  ○平成２５年度までに、ゲノム解析センターの整備を図る 

 

○ゲノム解析を含む、がん医療やがん研究について、普及啓発活動を通じて県民に正

しい情報を提供し理解を得る 

 

 

 

（７）小児がん・希少がんへの取組 

 

 【現状と課題】 

 

   小児がんは、成人のがんと比較すると年間患者数は少ないものの、乳幼児から思春

期、若年成人まで幅広い年齢に発症し、がん種も多種多様となっています。 

    

   小児がんの治療を行う医療機関は全国でも約２００程度と推定されており、県内に

おいても専門医師や専門施設は少なく、小児がん患者の多くは、より経験のある施設

での治療を求めることから、県外での治療を受けざるを得ない状況が推測されます。

そのため、県内の小児がん患者の正確な把握も困難な状況にあります。また、患者は

成長発達期であることから、日常生活や教育など患者とその家族に向けた支援や配慮

も必要となっています。 

 

   このような中、国においては、質の高い小児がん医療と支援を受けることができる 

体制を確保するため、「小児がん拠点病院注 10」を整備することとし、全国で１５ヶ所

                        
注10 《小児がん拠点病院》 

      小児がん患者の数が限られている中、質の高い小児がん医療と支援を提供するため、一定程度の医

療資源の集約化と地域バランスを考慮し、厚生労働大臣が指定する病院です。 

      指定要件は、診療体制、研修の実施体制、情報の収集提供体制、臨床研究、患者の発育・教育等に

必要な環境整備などとなっています。 

      小児がん拠点病院は、小児に多いがんのみならず、再発したがんや治癒の難しいがんへの対応、患

者や家族に対する身体的・精神的なケアの提供や教育の機会の確保など社会的問題への対応、地域の中

心施設として地域の医療機関の診療機能の支援などの役割を担っていきます。 

      平成２５年２月に全国で１５ヶ所の病院が指定されました（北海道大学病院（北海道）、東北大学病

院（宮城県）、埼玉県立小児医療センター（埼玉県）、国立成育医療研究センター（東京都）東京都立

小児総合医療センター（東京都）、神奈川県立こども医療センター（神奈川県）、名古屋大学医学部附

属病院（愛知県）、三重大学医学部附属病院（三重県）、京都大学医学部附属病院（京都府）、京都府立

医科大学附属病院（京都府）大阪府立母子保健総合医療センター（大阪府）、大阪市立総合医療センタ



 

 - 29 - 

の病院を指定しました。また、平成２５年度から小児がんの中核的機関の設置につい

て検討することとしています。 

    

希少がんについては、様々な臓器に発生する肉腫、口腔がん、成人Ｔ細胞白血病な

ど、数多くの種類が存在しますが、それぞれの患者数が少なく、専門医師や施設も少

ないことから、診療ガイドラインの整備や有効な診断・治療法を開発し実用すること

が難しい状況にあります。また、患者やその家族が適切な情報を得たり、患者同士の

交流を図る機会も少ない状況が推測されます。 

 

 

 【取組の方向性】 

 

小児がん拠点病院の整備を含む国の対策の動向を踏まえながら、小児がん拠点病院

をはじめとする他都道府県の医療機関と県内のがん診療連携拠点病院を中心とした医

療機関との連携を進めていきます。 

 

がん診療連携拠点病院を中心に、小児がん患者の早期発見や治療後の長期フォロー

アップへの対応や、希少がん患者の診断や治療等について、地域の医療機関の医療従

事者に対する研修を実施していきます。 

 

小児がん患者、希少がん患者や経験者及びその家族が地域の中で安心して暮らせる

よう、がん診療連携拠点病院の相談支援センターの相談支援体制強化を求めるととも

に、地域の県がん患者サポートセンターと連携協力を図り、適切な情報提供と相談支

援が行えるよう努めます。 

 

 

 【個別目標】 

   

  ○小児がん患者、希少がん患者や経験者及びその家族が安心して暮らせるための県外

医療機関との連携・協力体制の確立と相談支援体制の整備（５年以内） 

 

 

 

（８）がんの教育・普及啓発 

 

 【現状と課題】 

                                                                            
ー（大阪府）、兵庫県立こども病院（兵庫県）、広島大学病院（広島県）、九州大学病院（福岡県））。 
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   県民に対するがんの普及啓発は、企業や民間団体と協働したキャンペーンや研修会

の開催、テレビＣＭや新聞・地域情報誌への広告掲載、啓発リーフレットの配布、相

談支援センターを中心とした情報提供や相談支援など、様々な形で行われてきました。 

 

   しかしながら、がん検診の受診率は２０％から３０％台、精密検査の受診率は７６．

０％であり、未受診の理由の一部には「がんと診断されると困る」といった回答があ

るなど、がんに対する正しい理解がまだ進んでいません。 

 

   県民一人ひとりが、自らがんの予防や早期発見に対する行動がとれるようにするた

めに、県民に分かりやすい効果的な普及啓発活動を行うとともに、子どもの頃からが

んを正しく理解することが重要になります。 

 

 

 【取組の方向性】 

 

   教育関係者と連携・協力を図りながら、学校においてがんに関する普及啓発（学習

活動）を行い、がんを正しく理解し、がんの予防や早期発見の大切さを認識し積極的

に予防行動がとれる県民を増やしていくことに努めます。 

   がんに関する普及啓発（学習活動）の内容や、必要となる教材等の選択、作成にあ

たっては、子どもの発達段階を考慮し教育関係者と協力して行っていきます。 

 

   県民に対しても引き続き、がんの予防や早期発見のための検診、緩和ケアなどにつ

いて、企業、民間団体やがん経験者等と協働して効果的な普及啓発活動を進めていき

ます。 

   県民への普及啓発活動を進めるにあたっては、地域がん登録事業から得られた男女

別、がん種別の罹患しやすい年齢や早期発見と生存率の関係などのデータを活用し、

がん予防やがん検診の必要性について分かりやすく、行動変容につながるような効果

的な情報提供に努めます。また、併せて、対策型検診と任意型検診注11との違いや、が

ん検診の特性や欠点についても理解が得られるように努めていきます。 

                        
注11 《対策型検診と任意型検診》 

「対策型検診」とは、ある集団全体の死亡率の減少を目的に行われる検診で市町村が実施している集

団検診が該当します。公共的な予防対策として行われるため、有効性が確立されている検診方法で実施

され、受診者の不利益が最小限となることが基本とされています。また、公的資金を使用するため、無

料か自己負担があっても少額で済みます。 

「任意型検診」とは、対策型検診以外の検診が該当し、検診の方法や提供体制は様々です。医療機関

や検診機関が実施する人間ドックが代表例です。健康保険組合などから補助金が出ることがありますが、

基本的には全額自己負担です。基本的な検診の種類や方法、料金は検診機関等によって異なり、検診方

法の有効性などの問題はありますが、個々の受診者への対応が可能となるという利点もあります。 
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   患者とその家族に対しては、拠点病院の相談支援センターや地域の県がん患者サポ

ートセンター等における相談支援、情報提供機能を強化するとともに、がん患者やが

ん体験者との連携により、がんに関する理解を深めてもらうよう、患者団体等が実施

している相談支援、情報提供活動を支援します。 

 

 

 【個別目標】 

 

  ○県内の小・中学校、高等学校等でのがんに関する普及啓発（学習活動）注12を５年以

内に実施する 

 

○県民に対する効果的ながんの予防、早期発見、緩和ケア等の普及啓発活動を推進す

る 

 

○がん患者とその家族が、がんを正しく理解し向き合っていけるための相談支援体制

の整備を図る 

 

 

 

（９）がん患者の就労を含めた社会的な問題への取組 

 

 【現状と課題】 

    

厚生労働省研究班によると、がんに罹患した勤労者の３０％が依願退職し、４％が

解雇されたとの報告があり、山梨県でも年間５，０００人余りが新たにがんと診断さ

れていることから、がん患者・経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題

に直面していることが多いことが推測されます。 

 

   一方、拠点病院の相談支援センター等では、就労、経済面、家族のサポートに関す

ることなど、医療のみならず社会的な問題に関する知識や情報を持ち合わせている相

談員の配置が十分とはいえず、適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸

念されます。 

 

                        
注12 《がんに関する普及啓発（学習活動）》 

現在、学校では学習指導要領に基づく「がんの教育」が実施されています。今後はこれ以外の「がん」

に関する正しい理解を深めるための普及啓発（学習活動）を行っていきます。 
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 【取組の方向性】 

 

   事業者に対し、従業員ががんを予防し、また、早期にがんを発見できるよう、従業

員全員ががん検診を受診できる環境の整備に努めるよう働きかけていきます。 

 

   また、従業員ががん患者となった場合に、従業員が安心して療養することができる

環境や働きながらがんの治療が受けられる環境の整備、さらに家族ががん患者になっ

た場合でも従業員が安心して家族を看護することができる環境の整備ができるよう、

がん体験者等の協力も得ながら、事業者に対し、がんに関する正しい知識の普及や、

治療、療養について最新の情報提供を行うことによって理解を深めてもらうよう働き

かけを進めていきます。 

 

   がん治療に携わる医療機関に対しては、患者が働きながら治療を受けられるような

配慮をするよう促していきます。 

 

   県がん患者サポートセンターにおいて、また、相談支援センターにおいては拠点病

院の協力のもと、社会的な問題に対応できる相談員の確保に努め、就労等に関しては

関係機関との連携を強化し、がん患者やその家族の抱える問題に対応できるよう努め

ていきます。 

 

 

 【個別目標】 

 

  ○がんに関する正しい知識を持ち、がん患者の治療や療養について理解し、がん患者

が仕事と治療の両立が図れる職場環境を整備できる事業所を増やす（５年以内） 

 

○拠点病院の相談支援センター及び地域の県がん患者サポートセンターに社会的な問

題に対応できる相談員を配置する（５年以内） 
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第４章 計画推進のための責務、役割 

 

がん対策は、県民、医療機関、検診機関、関係団体、県、市町村など、幅広い主体が

情報を共有し、連携・協力することにより展開していく必要があります。 

 

 

１ 県民の責務、役割 

 

がん対策は、がん患者を含めた県民を中心として展開されるものですが、がん患者を

含めた県民は、その恩恵を享受するだけでなく、がんに関する正しい知識を持ち、がん

の予防に必要な注意を払うとともに、がん検診を積極的に受けるよう努めるものとしま

す。また、医療従事者と協力した治療など、主体的かつ積極的な活動にも努める必要が

あります。 

 

 

２ 保健医療従事者の責務、役割 

 

がんの予防、早期発見またはがん医療に関する技能の向上に努めるとともに、県や市

町村が実施するがん対策に関する施策に協力するよう努めるものとします。 

  

 

３ 医療機関等の責務、役割 

 

（１）医療機関 

 

① 拠点病院 

 

地域におけるがん医療の連携の拠点となり、自ら専門的な治療を行うほか、他の

医療機関との連携体制の構築や医療従事者への研修を積極的に推進するとともに、

相談支援センターを通じ、がん患者及び県民に対して、がんに関する正しい情報の

発信と、がん患者とその家族の不安や疑問に対する適切な対応に努める必要があり

ます。 
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② その他の医療機関 

 

自ら又は他の医療機関と連携して適切な医療を提供するとともに、がんに関する

正しい情報の発信と、がん患者とその家族の不安や疑問に対する適切な対応に努め

る必要があります。 

 

③ 医療提供施設（薬局等） 

 

自ら又は医療機関と連携して適切な医療の提供や患者等の療養体制の整備を行

うとともに、がん患者とその家族の不安や疑問に対する適切な対応や患者を含む県

民に対するがんに関する正しい情報の発信に努める必要があります。 

 

（２）検診機関 

 

質の高い検診を提供できるよう、検診の精度向上や効果的な検診手法の導入に努め

るとともに、県民に対しがんに関する知識の普及、検診受診率の向上及びがん予防の

ための啓発等に努める必要があります。 

 

 

４ 事業者の責務、役割 

 

がんの予防に資する生活習慣の改善及びがんの早期発見に資するがん検診の重要

性を認識し、従業員の生活習慣の改善等のがん予防やがん検診の受診ができる環境の

整備に努めるものとします。 

また、がんやがん患者及び治療や療養方法等について正しく理解し、従業員ががん

患者になった場合や従業員の家族ががん患者となった場合に、安心して療養できる環

境や働きながらがんの治療を受けられる環境、家族を看護できる環境の整備にも努め

るものとします。 

 

 

５ 行政の責務、役割 

 

（１）県の責務、役割 

 

がん対策に関し本県の特性に応じた施策を策定し、国、市町村及びがん対策関係者

と連携を図り、がん対策を総合的かつ計画的に推進していきます。 

また、がんの予防や早期発見その他のがん対策に関する県民の理解と関心を深める

ための取組を、市町村、がん対策に取り組む団体、がん患者、学校その他の教育機関、
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事業者、報道機関等と連携・協力することにより、着実に推進していきます。 

 

（２）市町村の責務、役割 

 

      生活習慣とがんの発生の関係を正しく情報提供することにより、住民のがんの予防

行動を促進するとともに、精度の高いがん検診の機会を提供し、がん検診受診の促進

に向けた普及啓発等により、受診率の向上に努める必要があります。 
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資  料 

 

 

１ 人口 

 

本県の人口は、平成２２（２０１０）年の国勢調査（平成２２年１０月１日を基準と

する。）によると、８６３，０７５人（男４２２，５２６人、女４４０，５４９人）で、

前回の平成１７（２００５）年の国勢調査と比べ２１，４４０人（２．４％）減少しま

した。 

 

  年齢構成を見ると、年少人口（１５歳未満）は、１１５，３３７人（１３．４％）、生

産年齢人口（１５～６４歳）は、５３１，４５５人（６１．９％）、老年人口（６５歳以

上）は、２１１，５８１人（２４．７％）となっています。 

 

老年人口の割合は、大正９（１９２０）年から昭和２５（１９５０）年までほぼ同率

（約５．４％）でしたが、昭和３０（１９５５）年に６％を超え、その後増加を続け、

今回の調査では２４．７％に達しています。 

  ７５歳未満の人口は、７４８，１３２人（男３７７，５４１人、女３７０，５９１人）

で８７．２％、７５歳以上の人口は、１１０，２４１人（男４１，７５４1人、女６８，

４８７人）で１２．８％となっています。 

 

  がんは、加齢とともに発症リスクが高まることから、高齢化が進む中で、ますますが

んにかかる人が増えていくと推測されます。 

 

 

２ がんによる死亡 

 

（１）主要死因別死亡者数 

    

がんは、昭和５８（１９８３）年に本県における死因の第１位となりましたが、そ

の後もがんによる死亡者数は増加を続けており、平成２２（２０１０）年の死亡者数

は、２，４５０人で総死亡者数９，２６８人の２６．４％を占めています。 
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（人口動態統計） 

 

（２）年齢階級別主要死因構成 

 

平成２２（２０１０）年の主要死因別死亡率をみると、がんは、４０歳から８４歳

までの年齢で死因の第１位となっています。 

また、３０歳代からの働きざかりにおいては死因の第２位となっており、がんの占

める割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態統計） 
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（３）部位別がん死亡者数 

 

   平成２２（２０１０）年にがんで死亡した人は、２，４５０人（男性１，４９５人、

女性９５５人）で、死亡者数の多い部位は、肺、胃、大腸、肝臓、膵臓の順となって

います。 

   男性では、肺が１位で、胃、肝臓、大腸、膵臓の消化器系のがんの順となっており、

女性は、１位が胃、２位が大腸、次いで肺が３位となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態統計） 

 

 

（４）年齢階級別がん死亡率 

 

   平成２２（２０１０）年のがん死 

亡率をみると、男性は５０歳代前半 

から、女性は５０歳代後半から徐々 

に増加が認められ、男女ともに高齢 

になるほどがんによる死亡率は高く 

なっています。 

特に、６０歳代以降では、男性が 

女性より著しく高くなっています。 

 

 

（がんの統計） 

平成２２年 死亡者数     

      

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

男性 肺 胃 肝臓 大腸 膵臓 

女性 胃 大腸 肺 肝臓 膵臓 

男女計 肺 胃 大腸 肝臓 膵臓 
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（５）がん死亡者数の年次推移 

 

   がんの死亡者数は、平成１７（２００５）年から２，３００人を超え、ここ数年は

２，３００人から２，４００人台となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態統計） 

 

 

（６）がんの年齢調整死亡率注13の年次推移 

 

年齢構成の異なる地域間で死亡率の比較を行うために用いるのが年齢調整死亡率

です。 

                        
注13 《 年齢調整死亡率 》 

死亡率（人口に占める死亡者数の割合）は、高齢者の多い都道府県で高くなるなど、年齢構成の影響

を受けます。 

     このような年齢構成の異なる地域間で死亡状況を比較できるように、基準となる集団を設定し（現在

は、昭和 60（1985）年の人口モデルを使用）、その基準となる年齢構成に合わせて算定した死亡率が年

齢調整死亡率です。 

   また、75歳未満の年齢調整死亡率を用いることで、高齢化の影響を極力取り除くことができ、壮年期

におけるがんによる死亡率を高い精度で評価することができます。 

 

人 
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本計画の全体目標のひとつは、「がんによる死亡者の減少」ですが、悪性新生物に

よる７５歳未満年齢調整死亡率の年次推移をみると、平成１７（２００５）年の年齢

調整死亡率８６．３から平成２２（２０１０）年は７８．２と８．１ポイントの減少

となっています。 

男女別にみると、男性は、平成１７（２００５）年の１１８．３から平成２２（２

０１０）年は１０５．４と１２．９ポイントの減少、女性は、平成１７（２００５）

年の５７．１から平成２２（２０１０）年は５２．９と４．２ポイントの減少となっ

ています。 

また、全国と比較すると、山梨県は男女とも死亡率は低くなっています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（がんの統計） 
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（７）部位別年齢調整死亡率の年次推移 

 

   がんによる７５歳未満年齢調整死亡率の年次推移を部位別でみると、男性では、胃、

肝臓、肺がんは減少傾向にありますが、大腸がんは増加しています。女性では、肝臓

がんは減少傾向にありますが、胃、肺がんはやや増加しており、大腸、乳、子宮がん

（子宮頸部がん＋子宮体部がん）は横ばい状態にあります。 

   全国と比較してみると、本県は、胃、大腸、肺、乳、子宮がん（子宮頸部がん＋子

宮体部がん）とほとんどの主要がんの死亡率は全国を下回っていますが、唯一、肝臓

がんのみ全国を上回っている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（がんの統計） 

 

 

女性 



 

 - 42 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（がんの統計） 
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３ がん罹患 

 

（１）がん罹患数 

 

  本県では、平成１９（２００７）年４月から、地域がん登録事業を開始し、これまで

に、平成２０（２００８）年及び平成２１（２００９）年のがん罹患集計結果注14を公表

しています。 

  ２００８年の罹患数は５，７１１件（男性３，３３０件、女性２，３８１件）でした。 

  ２００９年の罹患数は、５，５９９件（男性３，２６０件、女性２，３３９件）で、 

 ２００８年の罹患数と単純に比較すると、１１２件減少しており、男性では７０件、女

性では４２件減少しています。 

  部位別にみると、胃がんが２００８年の罹患数８５６件から７件増加し、大腸がんの

件数が２００８年の罹患数９１４件から７３件減少したため、第１位と第２位の順位が

入れ替わっています。また、２００８年の罹患数より増加が著しいのは、前立腺がんの

７５件増、乳がんの６２件増でした。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（山梨県がん罹患集計結果） 

                        
注14 《がん罹患集計結果》 

罹患数：１月１日から１２月３１日の１年間に新たにがんと診断されたがんの罹患数（再発は除く）

集計方法：地域がん登録標準データベースシステムにより、１腫瘍１登録により実施 
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男女別で罹患数をみると、男性は、胃、前立腺、大腸、肺、肝及び管内胆管がんの順

に多く、女性は、乳、大腸、胃、肺、子宮がん（子宮頸部がん＋子宮体部がん）の順に多

くなっています（２００９年データ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（山梨県がん罹患集計結果） 
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（２）年齢階級別罹患率 

 

   罹患率を年齢階級別にみると、男性 

は５０歳代前半から罹患率が急激に上 

昇し、その後も年齢とともに上昇して 

います。 

   女性は、乳がん、子宮頸がんの罹患 

が２０歳代、３０歳代から高くなるこ 

とにより、２０歳から４０歳代後半ま 

では男性より罹患率が高く、５０歳代 

後半で男性の罹患率と交差し、その後 

は緩やかに増加しています。 

 部位別にみると、男性は５０歳代後 

半からどの部位も増加しているのに対 

し、女性は子宮頸がんが２０歳代前半 

から、乳がんが３０歳代前半から上昇 

するなど、若い世代に罹患率が高い傾 

向がみられます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2009年山梨県がん罹患集計結果） 
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（３）部位別発見経緯 

 

   部位別に発見経緯をみると、上皮内がんを除くがんでは、がん検診及び健診・人間

ドックにより、子宮頸がん３０．１％、乳がん３２．６％が発見されています。これ

に対し、肝臓がん、肺がんは他疾患の経過観察中に発見される割合が多くなっていま

す。 

また、上皮内がんを含むがんでは、がん検診及び健診・人間ドックによる発見率が、、

子宮頸がんで４３．４％、乳がんで３５％と、上皮内がんを除くがんの発見割合より

高くなっており、検診によってより早期に発見できることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2009年山梨県がん罹患集計結果） 
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４ がん検診受診率 

 

   平成２２（２０１０）年の国民生活基礎調査では、乳がん、子宮頸がん検診の受診

率が平成１９（２００７）年の受診率より伸びが見られましたが、大腸、肺がんでは

低下している状況でした。胃がん検診は、ほぼ横ばいで、いずれも目標値の５０％に

は届かない状況です。 

   対象者を４０歳から６９歳（子宮頸がんは２０歳から６９歳）に設定した場合のが

ん検診受診率をみると、すべての検診において、全年齢を対象とした受診率よりも高

くなっています。 

   特に乳がん検診の過去２年間の受診率は４９．４％であり、子宮頸がん検診でも過

去２年間の受診率は４０．５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（がん統計） 

 

 

過去２年 
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５ 山梨県がん対策推進協議会委員名簿 

 

（平成２４年３月現在） 

 職  名  等 氏   名 

学識経験者 山梨大学医学部附属病院放射線部長  荒木 力 

市町村担当者 市川三郷町いきいき健康課長  一瀬 礼子 

市町村担当者 甲州市健康増進課長  井上 愛子 

学識経験者 飯富病院名誉院長  長田 忠孝 

学識経験者 
市立甲府病院長 

（地域がん診療連携拠点病院） 
 小澤 克良 

がん患者・家族、団体などの代表 NPO法人ホスピス協会副理事長  小野 興子 

学識経験者 
富士吉田市立病院長 

（地域がん診療連携拠点病院） 
 樫本 温 

がん患者・家族、団体などの代表 山梨はあとの会代表  窪川 ゆかり 

学識経験者 山梨大学医学部附属病院副院長  佐藤 弥 

山梨県医師会代表 甲府脳神経外科病院長  篠原 豊明 

学識経験者 
山梨大学医学部附属病院長 

（地域がん診療連携拠点病院） 
 島田 眞路 

日本対がん協会山梨県支部 （財）山梨県健康管理事業団専務理事  仙洞田 保 

山梨県看護協会代表 ゆうき訪問看護ステーション所長  並木 奈緒美 

がん患者・家族、団体などの代表 さくらの会代表  畠山 義子 

保健所の代表 中北保健所長  古屋 好美 

緩和ケアの代表 山梨県立中央病院医長  許山 美和 

都道府県がん診療連携拠点病院 山梨県立中央病院院長  山下 晴夫 

検診機関 山梨県厚生連健康管理センター所長  依田 芳起 

がん患者・家族、団体などの代表 山梨まんまくらぶ代表  若尾 直子 
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